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事業概要

1. 期間
開始 ：平成30年7月
終了（予定）：令和2年2月
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2. 最終目標
本事業は、エネルギーシステム全体の評価の観点からSOFCの技術開発目標と共に、新

たなSOFCの価値を創造することを目的とする。このSOFCの価値とは、「電力システムの経済
性向上への貢献度」「電力システムのCO2排出量に対する貢献度」等であり、この各項目を
定量的に明らかにする。

3.成果・進捗概要
本事業では、SOFCが競争力を有するための発電効率と部分負荷特性、負荷追従性、設備

コストと寿命に関する仕様を定量化する。特に、最新の状況を考慮し、電力システムの運営
上想定される需給調整面における問題点に着目し、SOFCの導入による電力システム全体の
経済性と系統安定性の向上度を評価する。また、別途進んでいる「固体酸化物形燃料電池
の耐久性迅速評価方法に関する基礎研究」と緊密に連携することにより、本調査研究にお
けるシステム評価の信頼性を向上させ、SOFCの技術開発目標と共に、新たなSOFCの価値を
創造する。本事業は、１にあるように、約1.5年の短い事業期間における調査事業であるが、
ここに至るまでの約１年で掲げてきた調査項目を着実に進め、成果を上げてきた。



本事業では、エネルギーシステム全体の評価の観点からSOFCが競
争力を有するための発電効率と部分負荷特性、負荷追従性、設備コ
ストと寿命に関する仕様を定量化する。特に、最新の状況を考慮し、
電力システムの運営上想定される需給調整面における問題点に着
目し、SOFCの導入による電力システム全体の経済性と系統安定性
の向上度を評価することにより、SOFCの技術開発目標と共に、新た
なSOFCの価値を創造することを目的とする。

このSOFCの価値とは、「電力システムにおけるインバラン
スの補償に対する貢献度」、「電力システムの経済性向上
への貢献度」「電力システムのCO2排出量に対する貢献
度」等であり、この各項目を定量的に明らかにする。

本調査の目標

調査テーマ：
「ＳＯＦＣに関して用途の実用化、商品性向上に向けた調査事業－シ

ミュレーション解析によるエネルギーインフラ評価・解析－」
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KYUDEN GROUP  environmental report 2018， Kyushu Electric Power Company, 2018.6.27

Supply and demand in Kyushu Electric Power Company,(May 3rd, 2018)

p p

再生可能電源の大量導入と系統安定性
• 再エネ電源が大量連系した電力供給エリアでは、系統運用上の課題が
顕在化している。
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予測誤差の現状（九州電力）

経済産業省 系統ワーキンググループ第9回，再エネ出力制御に関する具体運用方法の基本的な考え方（九州電力），
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/shoene_shinene/shin_ene/keitou_wg/pdf/009_01_00.pdf

図 再エネ出力予測地と実績の誤差（上段：前日12時想定、下段：実需給2時間前）

季節毎の変動誤差、中出力帯の誤
差の大きさ等の要因分析、予測モ
デルへの反映が必要





2030年を想定し、SOFCの部分負荷特性を考慮した

①特定街区内または集合住宅内のミクロなエネル
ギーシステムモデル、

②市町村地域レベルのエネルギー供給システムを表
すモデル

③一般電気事業者を想定した系統全体の電力シス
テムモデル

の三通りのエネルギーシステムモデルを開発し、トー
タルシステムとしての費用構造を分析する。

モデル開発について

提案する方式・方法の内容(２)



調整力の供給について

1. 火力発電等による調整力
•火力発電機等出力の上げ代・下げ代
•多数台の部分負荷運転

2. 市場調達による外部調整力
•需給調整市場が開かれた状況を想定
•DRや自家発などの外部資源から調整力を調達可能
とする
•調達価格:4000[円/(kW・年)]
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バックキャストのためのシナリオ分析
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太陽光発電 風力発電

再エネ現状ケース 707万kW 46万kW

再エネ増加ケース 1245万kW 147万kW

現状ケース:2016年値を使用
増加ケース:接続承諾済量を参照

３つの要素
① 市場調達と水素関連技術の有無

• 基本ケース
• 市場調達ケース
• 水素導入ケース

② CO2排出量制約
• 制約なしの場合から、計算結果がInfeasibleとなるまで徐々に強くする

③ 再生可能エネルギー導入量
• 現状ケースと増加ケースを考える



必要調整力に関する制約
• 予測誤差が生じた際に、誤差分を補償できるだけの調整力を他資源に
よって確保する。

• 必要調整力量は想定される予測誤差によって決まる。

• 高橋（2017）の先行研究を参考に、予測誤差をラプラス分布で近似。

• 𝑃(𝑑𝑥) = 𝑒𝑥𝑝(− 2|𝑑𝑥|/𝜎)/ 2𝜎
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Scenarios Error band Probability

a 2.1σ ~ 4.1σ 2.1%

b 0.8σ ~ 2.1σ 13.6%

c 0 ~ 0.8σ 34.1%

d −0.8σ ~ 0 34.1%

e −2.1σ~ − 0.8σ 13.6%

f −4.1σ~ − 2.1σ 2.1%

太陽光発電の予測誤差分布

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22
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• 総コストを総需要量で割っ
た発電単価を計算

• 市場・水素導入によって
CO2排出原単位を低減

• 九電の2013年度CO2排出
原単位:613[g-CO2/kWh]

• 可変費は6.5[円/kWh]程度
まで上昇

各シナリオでのCO2原単位とコスト
ーバックキャストへの示唆１－
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結果１：調整力有（10円／（ΔkW・h））

図2-2(a)：中間期平日 図2-2(b)：中間期休日
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結果1-4：調整力コストと利用量の関係

結果1-1：5円／（ΔkW・h）
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結果1-2：10円／（ΔkW・h）

結果1-3：15円／（ΔkW・h）



2030年を想定し、SOFCの部分負荷特性を考慮した

①特定街区内または集合住宅内のミクロなエネル
ギーシステムモデル、

②市町村地域レベルのエネルギー供給システムを表
すモデル、

③一般電気事業者を想定した系統全体の電力シス
テムモデル、

の三通りのエネルギーシステムモデルを開発し、トー
タルシステムとしての費用構造を分析する。

モデル開発について

提案する方式・方法の内容(２)
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SOFC市町村レベル需給モデルの概要

小売電気事業者

電力卸取引市場
JEPX

一般送配電事業者

太陽光発電
（住宅・非住宅）

SOFC

契約需要家

供給電力

小売収益

住宅太陽光の
予測誤差により

インバランスが発生

太陽光の予測誤差
によるインバランスを
出力制御により補償

SOFCによる補償の
残留インバランスを精算

低圧
10,000kW

高圧
20,000kW

700W/台× 0～300台
出力上限: 700W 下限: 200W

地域の小売電気事業者によるFIT終了後の太陽光発電とSOFCの活用の事業性評
価。

目的

モデル概要

 卒FIT後の住宅用PVを調達する際の予測誤差を、SOFCの出力制御により補償す
ることで、インバランスを抑制。

 住宅用PVの予測誤差をラプラス分布に基づき6つの確率帯に離散化。
 小売電力事業者の利潤の期待値が最大となるSOFCの運転パターンを推計。
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中間期・休日・日射量小
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SOFC調達価格>市場価格

PVの発電がなく、市場価

格<SOFC調達価格のた

め、出力は下限に留まる。

PVの発電が始まり、

調整の余力を確保す

るため出力拡大。

日射量が小さいときはPVの上

振れが大きいため、出力を高め

ておいて、下げる余地を多く残す。

PVの発電がなくなった

ため出力は最小に。

s1、s2は同じ運転パターン。
s5、s6は同じ運転パターン。

予測誤差が上振れするs1～s3で

は、計画値に比べて出力を抑制。



中間期・休日・日射量大
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ため出力は最小に。

予測誤差が上振れするs1～s3で

は、計画値に比べて出力を抑制。

PVの発電が増えるにつれ

誤差も大きくなるため、

SOFCの出力を増加。

日射量が大きいときはPVの

下振れが大きいため、出力

を上げる余地を多く残す。

s1、s2、s3は同じ運転パターン。



2030年を想定し、SOFCの部分負荷特性を考慮した

①特定街区内または集合住宅内のミクロなエネル
ギーシステムモデル、

②市町村地域レベルのエネルギー供給システムを表
すモデル←質問１（②のモデルは一般化が困難）

③一般電気事業者を想定した系統全体の電力シス
テムモデル、

の三通りのエネルギーシステムモデルを開発し、トー
タルシステムとしての費用構造を分析する。

モデル開発について

提案する方式・方法の内容(２)



特定街区内または集合住宅内のエネルギーシステムモデルに
おけるSOFCの利用

一例：燃料電池と太陽光発電を所有する住宅街区の場合

• 二酸化炭素ポテンシャルが高い

• 一括受電の場合、電力融通による全体システムの高効率化とコスト削減

⇒新たな価値の創造

• 上記のような住宅街区または集合住宅におけるSOFCを含むエネルギーマネジメン
トシステムのモデルを開発する
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SOFCと屋根置PVを所有する住宅街区 HEMS，CEMSによるSOFC運転と電力融通
のマネジメント

• 本モデルにおいては、SOFCの所有者は一般消費者、運用者は当該街区でエネル
ギーマネジメントをおこなう事業者を想定する。



燃料電池導入による年間メリット(円/世帯・
年)
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各家庭の電力需要の満たし方
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調整力報酬の有無により、運転パターンに変化が出ている。



(1) ①のミクロな電力システムモデルを③の旧一般電気事業者の電力シ
ステムモデルとの連携は以下のようにする。近々に開かれる予定の
需給調整市場における調整力コストを①と③で共通のパラメータとし
て、①でSOFCの運転の変化を見ると共に、③ではSOFC等外部からの
調整力購入量を評価し、SOFCにとって、適正な調整力コストを見出し、
電力システムへの貢献度を評価する。

(2) ②の地域電力システムモデルの入力データ、前提条件を整備し、精
度を上げる。

(3) ここでのモデル分析から決まる部分負荷、負荷変動速度の結果を提
示し、「固体酸化物形燃料電池の耐久性迅速評価方法に関する基礎
研究」と情報交換、意見交換を行い、この負荷変動特性が技術的な
実現可能性および製品故障リスクなどとの関係を評価する。

今後の予定


